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１人１日あたりのごみ排出量（災害廃棄物を除く。）は、平成 14 年度から平成 22 年度ま

で着実に減少してきましたが、近年は鈍化傾向にあり、平成 29 年度は 943ｇ/人・日 となっ

ています。 

全国でもほぼ同様の傾向を示しており、三重県は全国値より若干高い値で推移しています。 

 

 

図 2-1-2 １人１日あたりのごみ排出量の推移 

 

②ごみの種類別排出割合 

ごみの種類別排出割合（平成 29 年度）は、可燃ごみ 83.4％、不燃ごみ 3.8％、資源ごみ

9.7％、その他 1.1％、粗大ごみ 1.8％、混合ごみ 0.2％となっており、平成 25年度実績と 比

べ収集区分の変更に伴い不燃ごみの量が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-3 ごみの種類別排出状況 
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資源化量は、平成 18 年度まで増加傾向を示していましたが、平成 19 年度以降は集団回収

などによる影響で減少傾向となっており、平成 29年度は 172 千ｔとなっています。 

 

図 2-1-6 資源化量の推移 

 

 

 

図 2-1-7 種類別資源化量の推移 

（※）平成 16年度以前の「その他」には、「固形燃料」及び「溶融スラグ」が含まれています。 

資源化物の種類 
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また、ごみの排出量は減少しているものの、処理・維持管理経費は横ばい傾向にあります。 

 

図 2-1-10 ごみ処理経費の状況  
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(4) 災害廃棄物の処理 

①災害廃棄物の発生状況 

平成 23 年９月の台風 12 号による紀伊半島大水害では、三重県南部を中心に長期間にわ

たって激しい雨がもたらされ、各地で浸水被害や土砂災害が発生しました。この災害により、

熊野市、御浜町、紀宝町、大台町及び大紀町において、平成 23 年度から平成 24 年度にか

けて 21 千ｔの災害廃棄物が発生しました。 

また、平成 29 年 10 月の台風 21 号により浸水被害が発生しました。この災害により、伊勢

市、玉城町 において、平成 29年度に 1,449ｔの災害廃棄物が発生しました。 

 

   

図 2-1-11 災害廃棄物の発生量の推移 

 

②災害時の対応と体制整備の状況 

平成 23 年９月の台風 12 号による紀伊半島大水害では、被災市町では処理を行うことが

困難となったため、県内で初めて、各市町や関係団体と締結する各種応援協定に基づき広域

的な対応が行われました。 

また、平成 29 年 10 月の台風 21 号による災害廃棄物の処理については、市町等の応援協

定に基づき広域的な対応が行われました。 

近年、南海トラフ地震発生の緊迫性が高まっており、東日本大震災以上の地震や津波被害

に備え、県においては、東日本大震災や紀伊半島大水害から得られた知見や国の災害廃棄物

対策指針を踏まえ、大規模災害時の廃棄物処理について、県の果たすべき役割と機能をとり

まとめた三重県災害廃棄物処理計画を平成 27 年３月に策定しました。また、各市町も大規

模災害に備えた災害廃棄物処理体制整備が進められており、平成 29 年度末で 29 市町全てが

災害廃棄物処理計画策定済みとなっています。 
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２－２ 産業廃棄物 

 (1) 排出及び処理の状況 

産業廃棄物の排出量は、平成 29 年度は 8,282 千 tであり、平成 25 年度の 8,505 千ｔと比

べて、若干減少しています。ただし、平成 16 年度より前は農業及び鉱業の排出量等が把握で

きていないため、推計値となっています。また、平成 16 年度以降、汚泥の排出段階を脱水前

として統一したため、排出量が増加しています。 

最終処分量は、平成 29年度は 278千 tであり、平成 25 年度の 258 千ｔと比べて、ほぼ横

ばいの状況です。 

再生利用率は、平成 29年度は 45.1％であり、平成 25 年度の 43.0％と比べて、微増してい

ます。 

事業者において、産業廃棄物の３Ｒ推進が取り組まれていますが、排出量や最終処分量は

景気の動向もあり明確な削減傾向はみられない状況です。 

 

 

図 2-2-1 産業廃棄物排出量等の推移 

  

[    ] 
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(2) 平成 29年度 の処理の概要 

①排出量 

平成 29 年度 の産業廃棄物の排出量は 8,282 千ｔとなっており、種類別の排出量は、汚泥

(脱水前)が 3,848 千ｔ（46.5％）と最も多く、次いで、がれき類 1,703 千ｔ（20.6％）、家

畜ふん尿 969千ｔ（11.7％）などとなっています。 

業種別では、製造業が 3,030 千ｔ（36.6％）と最も多く、次いで、建設業 2,087 千ｔ

（25.2％）、鉱業 981 千ｔ（11.8％）、農業・林業 965 千ｔ（11.7％）、電気・ガス・熱供

給・水道業 964 千ｔ（11.6％）などとなっており、上位５つの業種 で排出量の 97％を占めて

います。 

 

 

 

図 2-2-2 産業廃棄物の種類別の排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-3 産業廃棄物の種類別の排出量       図 2-2-4 産業廃棄物の業種別の排出量 
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②再生利用量 

平成 29年度の産業廃棄物の再生利用量は 3,733千ｔで、種類別では、がれき類 1,534千ｔ

（41.1％）が最も多く、次いで、家畜ふん尿 931 千ｔ（24.9％）、汚泥 462 千ｔ（12.4％）

などとなっています。 

平成29年度の再生利用率（排出量に対する再生利用量の割合）は45.1％で、種類別では、

家畜ふん尿が 96.0％と高く、次いで、燃え殻 93.8％、がれき類 90.1％などとなります。一

方、汚泥が 12.0％、廃酸・廃アルカリが 9.0％と低くなっています。 

業種別の再生利用量は、建設業が 1,771 千ｔ（47.4％）と最も多く、次いで、農業・林業

931 千ｔ（24.9％）、製造業 600千ｔ（16.1％）などとなっています。 

 

図 2-2-5 産業廃棄物の種類別の再生利用量 

  

図 2-2-6 産業廃棄物の種類別の再生利用率 
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図 2-2-7 産業廃棄物の種類別の再生利用量     図 2-2-8 産業廃棄物の業種別の再生利用量 

 

③最終処分量 

平成 29年度の産業廃棄物の最終処分量は 278千ｔで、種類別では、汚泥 150千ｔ（53.7％）

が最も多く、次いで、ばいじん 22千 t（8.1％）、がれき類 21千ｔ（7.5％）、廃プラスチッ

ク 20 千ｔ（7.2％）などとなっています。 

また、業種別では、製造業が 207 千ｔ（74.2％）と最も多く、次いで、建設業 58 千ｔ

（21.0％）などとなっています。 

 

 

図 2-2-9 産業廃棄物の種類別の最終処分量 
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図 2-2-10 産業廃棄物の種類別の最終処分量  図 2-2-11 産業廃棄物の業種別の最終処分量 

 

 種類別の最終処分率では、ばいじんが 21.1％と最も高く、次いで、燃え殻 15.9％、廃プラス

チック 15.6％などとなっています。 

 

図 2-2-12 産業廃棄物の種類別の最終処分率 
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図 2-2-13 最終処分場の残余容量の推移 

 

(4) 産業廃棄物の監視・指導状況 

不法投棄の発生件数・発生量については、これまで横ばい傾向にありましたが、近年は増

加傾向にあり、行為者が不明な不法投棄や、再生資材と称した廃棄物の不適正利用等の悪質

かつ巧妙な事案が散見されます。 

このため、廃棄物処理法に違反している事業者等に対する行政処分を視野に入れた指導や

悪質な違反者に対する速やかな行政処分、警察や関連機関との連携などにより、事態の早期

是正や悪化の防止を図っています。 

これらの取り組みの結果、行為者が特定できた事案に対しては、すべて撤去等の改善に向

けた作業に着手させています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-14 不法投棄の発生状況の推移 

不法投棄件数(件) 不法投棄量(トン) 
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３．成果と課題 

３－１ 三重県廃棄物処理計画の数値目標に係る実績 

 

 

表 3-1-1 三重県廃棄物処理計画の数値目標に係る実績 

  

想定目標 達成状況 進展度

957 936 925

以下 以下 以下

資源化率 ％ 30.4 29.7 28.5 27.4 27.3 32.1 85% B 33.3 20.3
ＲＤＦ化や焼却灰の資源化等により資源化率は全国平均と比較して高い状況にある
が、近年は小売店や再生事業者等による資源回収が活発化しており、市町等における
資源化率は低下している。

50,042 37,776 36,049 20,963 21,807 38,589 30,000 H14比

33.1% 25.0% 23.8% 13.8% 14.4% 以下 以下 44.1%

8,505 8,601 8,626 8,225 8,282 8,365 H８比

147.5% 149.1% 149.5% 142.6% 143.6% 145.0% 94.1%

再生利用率 ％ 43.0 43.2 42.7 46.5 45.1 43.3 104% A 44.5 43.6
53.2

（速報値）

建設業から排出される再生利用の割合が高いがれき類の排出量が減少したことにより
再生利用率は低下した。
なお、近年ほぼ横ばい傾向にある。

258 269 273 265 278 244 310 234 H８比

12.4% 12.9% 13.1% 12.7% 13.3% 以下 14.9% 以下 16.7%

H29

53.3%

不法投棄等不適正処理事案の改善着手率 ％ - 83.9 69.2 100 100 100 100% A 100 -
法に違反している事業者等に対する行政処分を視野に入れた指導や悪質な違反者に対
する速やかな行政処分、警察や関連機関との連携などにより、事態の早期是正や悪化
の防止を図ったことによる。

不適正処理４事案に係る行政代執行による
是正措置の進捗状況

％ - 25.0 37.5 50.0 68.8 68.8 100% A 100 - 行政代執行による是正措置は、予定どおり進捗している。

4 6 14 22 29 29

13.8% 20.7% 48.3% 75.9% 100.0% 100.0%

想定目標 達成状況 進展度

未利用エネルギー回収量 MJ/t 1,147 1,067 1,178 1,547 1,578 1,344 117% A+ 1,491 936
近年、鳥羽志勢広域連合、松阪市及び四日市市において、高効率なエネルギー回収型
廃棄物処理施設が整備されたことにより、回収量は増加している。

H30.5

76.7

37 45.3 豊田:72.6 67 108% A

北九:44.2 45 98% B

一定規模(100t)以上の不法投棄の発生件数 件 2 1 5 3 1 0 - D 0 -
容易に発見することが困難な箇所に長年にわたって投棄されていたことから大規模化
に繋がった。

※表内の着色部分は、実績値への変更箇所となります。

※優良認定処理業者の認定件数における全国平均は、都道府県（政令市を除く）及び政令市の平均とし、産廃情報ネットの公開情報を引用しています。

数値目標

H25 H26
全国平均
（H28）

H27

101% A

88%

A+

目標
（H32）

取組方向

市町災害廃棄物処理計画について、県が平成26年３月に市町災害廃棄物処理対策マ
ニュアルを策定するともに、計画策定に係る研修会の開催等の支援を行うなどによ
り、平成29年12月に県内全市町の策定が完了した。

大規模災害に備えた災害廃棄物処理体制整
備市町数

市町 161% A+ 29

単位 H25 H26
全国平均
（H28）

原因と背景

H29

多様な主体が連携した３Ｒの取組などにより、着実に削減されている。943

B

焼却灰の骨材資源化、プラスチックの焼却溶融などにより埋立ごみは減少傾向にある
が、台風に起因して発生したごみを埋め立てたことにより増加している。

99%

目標
（H32）

製造業から排出される再生利用できない汚泥の増加に伴い、最終処分量は増加した
なお、近年は明確な削減傾向はみられない状況にある。

0.36

18

市町における使用済小型家電機器の回収を促進するために、不用品回収業者指導等に
係る研修会の実施や、行政連絡会議等における「みんなでつくるメダルプロジェク
ト」等についての情報共有により、回収量は増加している。

49.5

A

関係業界への働きかけや、平成24年度から実施している地域機関７箇所に配置した環
境技術指導員による事業者訪問や電子マニフェスト操作方法の取得を目的とした複数
回の研修会により、平成32年度目標値を達成した。

0.54 0.74

Ⅲ 廃棄物処理の
安全・安心の確保

取組方向 数値目標 単位

％ 55.5

H28

Ⅰ ごみゼロ社会
の実現

kg/人
重点課題

最終処分量
※下段の数値はH14(151,386ｔ)比

ｔ

H27

１人１日あたりのごみ排出量
※災害廃棄物の量を除く

g/人・日 986

Ⅱ 産業廃棄物の
３Ｒの推進

ＰＣＢ廃棄物の適正処分率 ％
豊田:59.7
北九:14.8

電子マニフェストの活用率

優良認定処理業者の認定件数

43.034.1

使用済小型電子機器等の回収量 - 0.32

排出量
※下段の数値はH８(5,768千ｔ)比

最終処分量
※下段の数値はH８(2,085千ｔ)比

千t

千t 8,171 B

ＰＣＢ使用製品やＰＣＢ廃棄物を掘り起こし調査や立入調査等により把握し、ＪＥＳ
ＣＯでの早期適正処理等の指導を行っており、概ね予定通り進捗している。

製造業等から排出される汚泥の増加に伴い、総排出量は増加した。
なお、景気の動向を受け近年明確な削減傾向はみられない状況にある。

1.0

177%

原因と背景

7,920

0.42

23%

64

件 216 290268

90 -
豊田:64.3
北九:29.7

317312

H30
(推計値)

B95%333
既存の優良認定処理業者が更新申請で優良認定を取得できなかった件数が19件あった
ことから、認定件数の増加は５件にとどまった。（新規の認定件数は24件）

60A

0.66 112%

976 959

H28

950

420

111%55

H29

61.1

H30
(推計値)



 

 

23 
 

 

 



 

 

24 
 

３－２ 平成 29年度施策推進会議における評価に対する取組の状況 

取組方向Ⅰ「ごみゼロ社会の実現」 

様々な主体が連携した３Ｒの取組により、排出量および最終処分量は着実に削減され、資源

化率についても全国平均と比べると高い水準を維持している状況にありますが、一人あたりの

ごみ排出量は全国平均よりも高くなっていることから、食品廃棄物の削減など、循環の質にも

着目して、社会や経済の動向を踏まえながら様々な主体と連携し、３Ｒの取組を促進していく

必要があります。 

⇒  「みえ環境フェア」や市町の環境イベント等において、規格外品等を販売する「もった

いない市」を開催するなど、食品ロス削減の周知・啓発に取り組んでいます。 

   また、食品廃棄物の畜産飼料化を推進し、生産コストの削減や特色ある畜産物生産及び

食品系廃棄物等の循環利用を促進するため、三重県エコフィード等利活用研究会により、

飼料化研究や事業者のマッチングを進めています。 

   さらに、関係部局による食品ロス削減庁内連絡会議や県内４市を含めた食ロス関係市担

当者会議など、様々な主体と連携し食品ロスの削減に向けた取り組みを進めています。 

 

ＲＤＦ焼却・発電事業については、事業終了後の関係市町等において、資源化やエネルギー

回収につながる安定的なごみ処理体制が確実に構築されるよう、市町等が設置した検討会議に

参画し、助言を行う等の支援を実施していく必要があります。 

⇒  関係市町からの要望をふまえ、引き続き市町における新ごみ処理施設整備に向けた検討

会への参画や、市町間の調整、情報提供などを通じて技術的支援を行っていくとともに、

新たなごみ処理体制に円滑に移行できるよう、ポストＲＤＦに向けて必要となる施設整備

等に対する支援について、具体的な検討を進めています。 

 

取組方向Ⅱ「産業廃棄物の３Ｒの推進」 

 長期的には再生利用率は向上し、最終処分量は着実に削減されましたが、排出量について

は、景気の動向もあり明確な削減傾向は見られない状況です。また、近年は最終処分量も横ば

い傾向にあることから、今後も排出量や最終処分量の削減等に向け、再生利用が進みにくい産

業廃棄物について、排出事業者の自主的な取組や必要な研究開発の推進等が一層求められると

ともに、廃プラスチック等の資源の地域循環を形成させるような取組が必要です。 

⇒  産業廃棄物の発生抑制・再生・減量化の研究、技術開発、産業廃棄物を使った製品開発

などに要する経費の一部を助成する、三重県産業廃棄物抑制等事業費補助金の上限の引き

上げを実施し、その活用により排出量の削減を図っています。 

また、三重県プラスチック地域循環研究会により、廃プラスチックの地域循環に向けた

取組の導入可能性について検討しています。 
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取組方向Ⅲ「廃棄物処理の安全・安心の確保」 

電子マニフェストの活用率は着実に向上していますが、廃棄物処理法改正により電子マニフ

ェストの使用が義務付けられた事業者や活用率の低い業種などに対する取組が必要です。 

⇒  地域機関７箇所に配置した環境技術指導員により、活用率の低い業種の事業者や平成 32

年 4月以降に電子マニフェスト使用の義務づけが想定される事業者を個別訪問し、活用の

促進に取り組んでいます。  

 

関係団体等との連携強化やドローンの活用等により不適正処理事案の早期発見・早期是正を

図るとともに、廃棄物処理法に違反している事業者等に対しては、引き続き厳正な監視指導が

必要です。 

⇒  一般社団法人三重県産業廃棄物協会等の関係団体と連携し、全国ごみ不法投棄監視ウィ

ークや街頭啓発など、不法投棄対策に取り組むとともに、無人航空機（ドローン）を活用

して残存する廃棄物量を正確かつ効率的に測量し、不適正処理事案の早期是正に取り組ん

でいます。 

また、法に違反するおそれのある事業者に対しては、行政処分を視野に入れた指導を行

い、違反する事実が現認された場合には、速やかに改善命令や事業許可の停止・取消し等

の行政処分を行うなど、厳正に対処しています。 

 

不適正処理４事案に係る行政代執行による是正措置の進捗状況については、産廃特措法の期

限である平成 34年度までに対策を完了するよう、着実に工事を進めていく必要があります。 

⇒  ４事案について、平成 34年度までに対策を完了するように着実に工事を実施していきま

す。 

また、工事の実施にあたっては、地元及び関係機関と十分に調整し、工事の進捗状況や

水質のモニタリング結果などを的確に情報共有します。 

 

大規模災害に備えた災害廃棄物処理体制整備市町数は増加しており、着実に取組が進んでい

ますが、南海トラフ地震等の大規模災害に備え、引き続き市町等や事業者に対する研修や図上

演習等を通じ、計画の実効性を高めるための取組の実施が望まれます。 

⇒  県計画の適切な運用の検証を目的とし、県・市町・協定締結団体等が参加する教育訓練

（図上演習）を実施するとともに、机上演習、実地研修及び図上演習による 10日間の災害

廃棄物処理スペシャリスト人材育成講座を開催し、災害廃棄物処理に精通した人材育成に

も取り組んでいます。 

   また、実際の被災地において、災害廃棄物処理の支援を行うことを通じ、当該人材のス

キルアップを行うとともに、市町の廃棄物処理計画や経験等を踏まえ、県廃棄物処理計画
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の見直しも行います。 

 

取組方向 「重点課題」 

 使用済小型電子機器等の回収量については、着実に年々増加していますが、廃棄物処理法改

正に伴う有害使用済機器の保管事業者等に対する指導を含め、目標達成に向けた継続した取組

の実施が望まれます。 

⇒  平成 25年度の小型家電リサイクル法の施行以降、県内 22市町において使用済小型家電

の回収が実施されています。 

また、「都市鉱山からつくる！みんなのメダルプロジェクト※」への参加を促したこと

により、新たに回収ボックスの設置やイベント等における回収など、使用済小型家電の回

収を進める市町を含めると、県内 29市町全てにおいて回収が実施されています。 

一方、有害使用済機器の保管事業者に対しては適正な保管や届出が行われるよう引き続

き指導を行っていきます。 

※ 東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会で使用する約 5,000 個の金・銀・銅

メダルを、家庭から出る使用済み小型家電等から作る国民参画型のプロジェクトで、

三重県では、三重県及び県内 29市町が参加しています。（平成 30年 8月 20日時点） 

 

未利用エネルギー回収量については、既に平成 32年度目標が達成されていますが、引き続き

回収量の増加に向けた取組が必要です。 

⇒  引き続き、国の交付金制度により、市町のごみ焼却施設の新設や更新において高効率な

エネルギー回収型ごみ処理施設の導入を促し、ごみの持つ未利用エネルギーの有効利用を

促進するよう取り組んでいます。 

 

優良認定処理業者の認定件数については、事業者や関係団体と連携したセミナーの開催や認

定手続説明会の開催等により全国平均に比べ高くなっていますが、県外業者の認定割合に比べ

県内業者の割合が低いことから、（一社）三重県産業廃棄物協会とも連携しながら県内優良認

定業者の育成を図る等、目標達成に向けた継続した取組が必要です。 

⇒  引き続き、優良認定制度の周知や排出事業者の優良認定処理業者の活用について、関係

団体と連携して進めています。 

 

ＰＣＢ廃棄物の適正処分率については、ＰＣＢ処理事業所（ＪＥＳＣＯ北九州）の受入体制

の遅れもあり、安定器等の処分率が低くなっていることから、ＰＣＢ廃棄物の処分期間内の処

理に向け、継続してＰＣＢ廃棄物保管事業者等への指導が必要です。 
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⇒  掘り起こし調査や立入調査等によりＰＣＢ使用製品やＰＣＢ廃棄物を把握するととも

に、ＪＥＳＣＯでの早期適正処理等の指導を行い、期限内処理が行われるよう取り組んで

います。 

 

一定規模（100ｔ）以上の不法投棄の発生件数については、県民や事業者等の協力も得ながら

不法投棄の早期発見、早期是正を行うことにより、目標（０件）達成を目指す必要がありま

す。 

⇒  上空監視、民間警備会社への委託、民間事業者等や市町との連携による監視活動、「廃

棄物ダイヤル１１０番」等による県民等からの情報提供など、様々な主体と連携して不法

投棄の早期発見、早期是正に取り組んでいます。 
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３－３ 平成 30年度施策推進会議における評価（案） 

取組方向Ⅰ「ごみゼロ社会の実現」 

① 一般廃棄物については、さまざまな主体が連携した３Ｒの取組により、排出量および最終

処分量は着実に削減され、資源化率についても全国平均より高い水準を維持しています。 

今後は循環の質にも着目して、枯渇性資源の再資源化など３Ｒの取組を促進する必要があ

ります。 

また、第四次循環型社会形成推進基本計画により、家庭からの食品ロスの量を 2030年度ま

でに 2000年度比で半減するよう目標が掲げられたことから、三重県廃棄物処理計画への目標

値の位置づけと市町等との連携による食品ロス削減の取組を促進することが必要です。 

 

 

② ＲＤＦ焼却・発電事業については、ＲＤＦ製造団体が平成 31年９月を軸に三重ごみ固形燃

料発電所へのＲＤＦの搬入を終了し、新たなごみ処理体制に移行することとなりました。  

今後は、関係市町においてごみ処理が滞ることなく円滑に移行できるよう、支援していく

必要があります。 

 

 

取組方向Ⅱ「産業廃棄物の３Ｒの推進」 

③ 産業廃棄物については、事業者による再生利用の取組が進められてきていますが、全国平

均と比較すると再生利用率は低い状況にあります。また、排出量や最終処分量は、景気の動

向もあり明確な削減傾向は見られない状況です。 

今後は、排出抑制の促進と再生利用の促進が課題となっているプラスチック類や食品廃棄

物などを対象に、排出やリサイクルの実態について調査を行い、供給側と需要側を結びつけ

るなど、３Ｒを進めるための効果的な方策を検討する必要があります。 

 

 

取組方向Ⅲ「廃棄物処理の安全・安心の確保」 

④ 電子マニフェストの活用率は三重県廃棄物処理計画の目標に向け着実に向上しています

が、第四次循環型社会形成推進基本計画により、2022 年度の電子マニフェスト普及率目標値

70％が示されたことから、更なる普及の必要があります。 

また、平成 32年４月以降に電子マニフェスト使用の義務付けが想定される事業者に対して

電子マニフェストへの確実な移行を進めていく必要があります。 
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⑤ 不法投棄等不適正処理については、依然として後を絶たない状況にあります。 

今後は、関係団体等との連携強化や監視カメラ、ドローンの活用等により不適正処理事案

の早期発見・早期是正を図るとともに、廃棄物処理法に違反している事業者等に対しては、

引き続き厳正な監視指導が必要です。 

 

 

⑥ 不適正処理４事案に係る行政代執行による是正措置の進捗状況については、予定どおりの

進捗が図られています。 

引き続き、産廃特措法の期限である 2022年度末までに対策を完了するよう、事業計画に基

づき着実に対策工事を実施する必要があります。 

 

 

⑦ 大規模災害に備えた災害廃棄物処理体制整備市町数については、平成 29年度で全ての市町

において、災害廃棄物処理計画が策定済みとなりました。 

今後は、大規模災害時に備え計画の実効性が高められるよう、引き続き、図上演習、セミ

ナーを実施し、災害廃棄物処理体制の強化を図る必要があります。 

 

 

取組方向 「重点課題」 

⑧ 使用済小型電子機器等の回収量については、着実に増加していますが、引き続き使用済小

型電子機器等の回収体制の構築が必要です。 

また、廃棄物処理法改正に伴う有害使用済み機器の保管事業者等に対する指導を含め、目

標達成に向けた継続した取組の実施が必要です。 

   

 

⑨ 未利用エネルギー回収量については、平成 32年度の目標は達成されています。 

市町が設置するごみ焼却発電施設等のエネルギー回収型一般廃棄物処理施設の円滑な整備

を図るため、引き続き、補助申請支援等の技術的支援が必要です。 

 

⑩ 優良認定処理業者の認定件数については、新規の認定件数は多かったものの、更新申請で

優良認定を取得できなかった件数も多く、目標には達しませんでした。 

  今後は、認定件数の増加に向け、排出事業者自らが優良認定処理業者を活用する仕組みを

検討するなど優良認定取得に対するインセンティブの付与や、関係団体と連携し、今後更新

を迎える処理業者に対するサポート体制を強化していく必要があります。 



 

 

30 
 

 

⑪ ＰＣＢ廃棄物の適正処分については、概ね計画通り進捗しています。 

掘り起こし調査により新たなＰＣＢ廃棄物の存在が判明しているため、処分期間内の処理

完了に向け、引き続き、ＰＣＢ廃棄物保管事業者等への周知、指導を確実に行うことが必要

です。 

 

 

⑫ 一定規模（100ｔ）以上の不法投棄の発生件数については、事案の巧妙化もあり後を絶たな

い状況にあります。 

引き続き、未然防止、早期発見のためには、県民のみなさまからの情報提供が重要である

ため、街頭啓発やＦＭ放送等を活用した広報啓発活動を行うとともに、ＩＣＴ技術の活用や

新たな規制の検討、市町、自主活動団体等のさまざまな主体と連携し、間隙の無い監視活動

を行う必要があります。 

  



 

 

31 
 

（参考）進展度の判断基準及び目標達成状況の算出方法 

１ 進展度の判断基準 

表 3-1-1 の進展度については、次表により、目標達成状況をもとに進展度をＡ＋～Ｄで判断

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目標達成状況の算出方法 

  平成 29 年度の速報値を平成 29 年度の想定目標値で割って算出しています。 

 

              平成 29 年度速報値 

 目標達成状況 ＝               × 100 

             平成 29 年度想定目標値 

 

目標項目が減少をめざすものである場合には、分子・分母を逆とし、目標値を実績値で割

っています。 

  

            平成 29 年度想定目標値 

 目標達成状況 ＝               × 100 

（減少をめざす項目）   平成 29 年度速報値 

 

  

          適用 
進展度 目標達成状況 

Ａ＋．より進んだ 115%以上 

Ａ．進んだ 
115%未満 
100%以上 

Ｂ．ある程度進んだ 
100%未満 
85%以上 

Ｃ．あまり進まなかった 
85%未満 
70%以上 

Ｄ．進まなかった 70%未満 
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４．平成 31年度環境生活部廃棄物対策局当初予算 

４－１ 平成 31年度当初予算 
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